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合　　　　　　　　　計 31,755,676 36,663,785 △ 4,908,109 △ 13.4

企
業
会
計

8.1

病 院 事 業 1,074,104 4,553,583 △ 3,479,479 △ 76.4

上 水 道 事 業 926,321 857,123 69,198

小　　　　　　　計 2,000,425 5,410,706 △ 3,410,281 △ 63.0

72,525 2.2

後 期 高 齢 者 医 療 856,376 859,594 △ 3,218 △ 0.4

小　　　　　　　計 8,525,251 8,616,079 △ 90,828 △ 1.1

令和５年度一般会計、各特別会計及び企業会計の歳入歳出予算額は、下表に示す
とおり、一般会計２１２億３,０００万円、特別会計総額８５億２，５２５万１千
円、企業会計総額２０億４２万５千円、総額合計３１７億５，５６７万６千円
で、前年度当初予算総額３６６億６，３７８万５千円と比較して、４９億８１０
万９千円(１３．４％)の減となっています。

（１）各会計予算額
（ 単位：千円 ）

会　　　計　　　別
令和５年度 令和４年度 比　　較 増 減 率

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ） （％）

一　　　般　　　会　　　計 21,230,000 22,637,000 △ 1,407,000 △ 6.2

0.7特
　
別
　
会
　
計

国 民 健 康 保 険 4,245,564 4,405,738 △ 160,174 △ 3.6

初 島 財 産 区 4,188 4,160 28

漁 業 集 落 排 水 事 業 70,172 70,161 11 0.0

介 護 保 険 3,348,951 3,276,426

一般会計

21,230,000千円

国民健康保険

4,245,564千円

介護保険

3,348,951千円

後期高齢者医療

856,376千円

上水道事業

926,321千円

病院事業

1,074,104千円

その他会計

74,360千円

各会計予算規模

１．予算の規模
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【歳入予算額】

自主財源　57.8％

依存財源　42.2％

合　　　　　　計 21,230,000 100.0 22,637,000 100.0 △ 1,407,000 △ 6.2

0 0.0

　20. 諸 収 入 254,099 1.2 486,615 2.1 △ 232,516 △ 47.8

　19. 繰 越 金 1 0.0 1 0.0

0 0.0

　18. 繰 入 金 4,004,974 18.9 2,922,226 12.9 1,082,748 37.1

　17. 寄 付 金 4,500,500 21.2 4,500,500 19.9

19,110 1.9

　16. 財 産 収 入 12,355 0.1 11,339 0.1 1,016 9.0

　15. 県 支 出 金 1,035,475 4.9 1,016,365 4.5

△ 6,707 △ 6.4

　14. 国 庫 支 出 金 2,212,053 10.4 3,257,406 14.4 △ 1,045,353 △ 32.1

　13. 使用料及び手数料 97,867 0.5 104,574 0.5

　12. 分担金及び負担金 50,226 0.2 49,760 0.2 466 0.9

　11. 交通安全対策特別交付金 1,500 0.0 1,500 0.0

20,000 0.6

　9. 地 方 特 例 交 付 金 19,000 0.1 11,000 0.0

0 0.0

△ 2,800 △ 6.2

　7. 地方消費税交付金 600,000 2.8 570,000 2.5 30,000 5.3

　6. 法人事業税交付金 42,200 0.2 45,000 0.2

8,200 56.9

　5. 株式等譲渡所得割交付金 7,300 0.0 10,000 0.0 △ 2,700 △ 27.0

　4. 配 当 割 交 付 金 22,600 0.1 14,400 0.1

　3. 利 子 割 交 付 金 2,000 0.0 2,500 0.0 △ 500 △ 20.0

　2. 地 方 譲 与 税 89,920 0.4 126,776 0.6

　1. 市 税 3,332,130 15.7 3,294,038 14.6 38,092 1.2

△ 36,856 △ 29.1

（２）一般会計

( 単位：千円・％ )

款
令和５年度（Ａ） 令和４年度（Ｂ） 比　　較（Ａ－Ｂ）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 増減率

　21. 市 債 1,387,500 6.5 2,673,300 11.8 △ 1,285,800 △ 48.1

　8. 環境性能割交付金 8,300 0.1 9,700 0.0 △ 1,400 △ 14.4

8,000 72.7

　10. 地 方 交 付 税 3,550,000 16.7 3,530,000 15.6

市税

3,332,130千円

15.7%

寄付金

4,500,500千円

21.2%

繰入金

4,004,974千円

18.9%

分担金及び負担金

使用料及び手数料

財産収入

繰越金、諸収入

414,548千円

2.0%

地方交付税

3,550,000千円

16.7%

国庫支出金

2,212,053千円

10.4%

県支出金

1,035,475千円

4.9%

市債

1,387,500千円

6.5%

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金

交通安全対策特別交付金

792,820千円

3.7%
歳入合計

21,230,000千円

（100.0％)
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【目的別歳出予算額】

合　　　　　　計 21,230,000 100.0 22,637,000 100.0 △ 1,407,000 △ 6.2

　12. 予 備 費 30,000 0.1 30,000 0.1

△ 50,330 △ 4.6　11. 公 債 費 1,039,692 4.9 1,090,022 4.8

0 0.0

△ 3,213,474 △ 61.1

　10. 災 害 復 旧 費 3 0.0 3 0.0 0 0.0

　9. 教 育 費 2,043,936 9.6 5,257,410 23.2

80,061 4.9

　8. 消 防 費 568,969 2.7 507,766 2.2 61,203 12.1

　7. 土 木 費 1,707,191 8.1 1,627,130 7.2

17,235 9.8

　6. 商 工 水 産 費 4,953,678 23.3 4,896,181 21.6 57,497 1.2

　5. 農 林 費 192,537 0.9 175,302 0.8

　4. 衛 生 費 2,025,252 9.5 1,541,686 6.8 483,566 31.4

　3. 民 生 費 5,748,717 27.1 4,923,434 21.8

　2. 総 務 費 2,748,192 13.0 2,411,569 10.7 336,623 14.0

825,283 16.8

　1. 議 会 費 171,833 0.8 176,497 0.8 △ 4,664

( 単位：千円・％ )

款
令和５年度（Ａ） 令和４年度（Ｂ） 比　　較（Ａ－Ｂ）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 増減率

△ 2.6

議会費

171,833千円

0.8%

総務費

2,748,192千円

13.0%

民生費

5,748,717千円

27.1%

衛生費

2,025,252千円

9.5%

農林費

192,537千円

0.9%

商工水産費

4,953,678千円

23.3%

土木費

1,707,191千円

8.1%

消防費

568,969千円

2.7%

教育費

2,043,936千円

9.6%

公債費

1,039,692千円

4.9%

災害復旧費

予備費

30,003千円

0.1%

歳出合計

(目的別)

21,230,000千円

（100.0％）

3



【性質別歳出予算額】

△ 1.9

 義務的経費 ①＋②＋③ 6,093,846 28.7 6,199,464 27.4 △ 105,618 △ 1.7

人 件 費(イ＋ロ) 2,751,011 13.0 2,803,727 12.4 △ 52,716

△ 6.2

投資的経費における人件費(ロ) 14,525 0.1 15,550 0.1 △ 1,025 △ 6.6

合　　　　　　計 21,230,000 100.0 22,637,000 100.0 △ 1,407,000

予 備 費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

繰 出 金 1,461,297 6.9 1,469,509 6.5 △ 8,212 △ 0.6

△ 2.3

投資及び出資金 107,501 0.5 132,770 0.6 △ 25,269 △ 19.0

積 立 金 2,079,464 9.8 2,128,951 9.4 △ 49,487

③公 債 費 1,039,692 4.9 1,090,022 4.8

－

 3. そ の 他 4,717,954 22.2 4,851,252 21.4 △ 133,298 △ 2.7

災 害 復 旧 事 業 0 0.0 0 0.0 0

△ 50,330 △ 4.6

254.6

県営事業費負担金 3,832 0.0 7,834 0.0 △ 4,002 △ 51.1

単 独 事 業 1,926,565 9.1 543,311 2.4 1,383,254

△ 29.7

補 助 事 業 1,763,680 8.3 4,701,239 20.8 △ 2,937,559 △ 62.5

普 通 建 設 事 業 3,694,077 17.4 5,252,384 23.2 △ 1,558,307

5.4

 2. 投 資 的 経 費 3,694,077 17.4 5,252,384 23.2 △ 1,558,307 △ 29.7

補 助 費 等 4,226,461 19.9 4,010,420 17.7 216,041

5.3

維 持 補 修 費 198,300 1.0 241,516 1.1 △ 43,216 △ 17.9

物 件 費 3,339,054 15.7 3,171,986 14.0 167,068

②扶 助 費 2,317,668 10.9 2,321,265 10.3 △ 3,597 △ 0.2

①人 件 費(イ) 2,736,486 12.9 2,788,177 12.3

 1. 消 費 的 経 費 12,817,969 60.4 12,533,364 55.4 284,605 2.3

△ 51,691 △ 1.9

( 単位：千円・％ )

区　　　　　　分
令和５年度（Ａ） 令和４年度（Ｂ） 比　　較（Ａ－Ｂ）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 増減率

人件費

2,736,486千円

12.9%

扶助費

2,317,668千円

10.9%

公債費

1,039,692千円

4.9%

物件費

3,339,054千円

15.7%

補助費等

4,226,461千円

19.9%

普通建設事業

3,694,077千円

17.4%

繰出金

1,461,297千円

6.9%

積立金

2,079,464千円

9.8%

維持補修費

投資及び出資金

予備費

335,801千円

1.6%

歳出合計

（性質別）

21,230,000千円

（100.0％）

義務的経費
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　令和５年度予算は、一般会計総額が前年度比１４億７００万円（６．２％）減の２１２億３，０００万円となり、
過去最大の予算額であった令和４年度に次ぐ予算規模となりました。
　令和５年度においても、少子化対策や子育て支援、移住定住の促進は重要な柱の一つとして強化する
とともに、未来に向かった「変化への投資、継続・成長への投資、持続可能な自治体経営への投資」に積
極的に取り組むことを基本方針に予算編成を行いました。
　これらの投資につながるように、妊娠から出産、子育て期まで切れ目ない支援など少子化対策に向け
たＭarry Ｙouの強化、まちの魅力増進につながる取組の推進、住民サービスの向上に資する自治体ＤＸ
の推進などを重点施策に位置づけ、魅力ある「まち」・「ひと」・「しごと」がつながるまちの実現に取り組ん
でいきます。

１．妊娠から出産、子育て期まで切れ目のない少子化対策の取組

◇結婚支援事業補助金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２，４６０万円

結婚世帯の住居に関する費用（新築・家賃・引越等）の一部を補助する

◇スマイルチケット事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４６０万円

妊娠から出産、子育てに対し、地域の協賛企業により支援し、

子育ての孤立化と負担の増大を地域で軽減する取組を行う

◇出産祝い補助金、入学等祝い補助金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７，４００万円

◇子ども医療費助成事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６，７８５万円

高校生までの子どもを対象に医療費を無料化

２．地域で分娩ができる産科クリニック開院に向けた取組

◇公共施設跡改修事業費補助金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１億２，０００万円

出産から子育てまで連続してできる地域医療体制を構築するため、

民間産婦人科診療所の施設整備費用の一部を補助する

３．子育て支援施設の充実に繋がる市立保育所再編の推進

◇保田保育所改築事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･・・８億５，４８８万円

老朽化した保田保育所の建替え工事を行う

４．新市立病院建設に向けた取組の推進

◇市立病院指定管理者 令和５年４月運用開始

Ⅰ．健やかにいきいきとした生活を実現できるまち

主要施策

２．予算の概要

9,000

12,000

15,000

18,000

21,000

24,000

単位：百万円 12,768 13,542 16,805 19,656 22,637 21,230

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

一般会計予算額の推移（平成３０年度～令和５年度）
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１．有和中学校の開校に向けた取組推進

◇有和中学校建設事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５億１，３８７万円

令和６年度開校に向け、グラウンド等を整備する

◇通学路等整備事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２，１０５万円

通学時の安全を確保するため、通学路に歩道、防犯灯、グリーンベルトを

設置する

２．質の高い教育環境に向けた「ひと」・「もの」への投資

◇外国人英語指導助手派遣事業の充実 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２，５５８万円

外国人青年を招致し、小中学校における英語教育の充実

３．市民の健康増進を図るＢＩＧＳＭＩＬＥプロジェクトの推進

◇市民水泳場管理運営事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８，１０９万円

屋内水泳場「えみくるARIDA」の運営に民間のノウハウを活用し、

市民の健康増進とスポーツ振興を図る

◇健康スポーツ公園管理運営事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２，９９８万円

令和６年３月のグランドオープンに向け、備品等整備と施設の指定管理を行う

Ⅱ．心豊かな人を育み地域で支え合うまち

１．誇りあるみかん産地を次世代に残すためのチャレンジ

◇新規就農者育成総合対策事業補助金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１，２００万円

新規就農者に対して、経営が安定するまで（最長３年間）資金を補助する

また、設備等導入する場合、その経費の一部を補助する

◇遊休農地解消支援事業補助金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１００万円

遊休農地の解消・利用促進を図るため、農業者が遊休農地で耕作を始める

費用（草刈り等）の一部を補助する

２.まちの魅力増進、観光振興につながる取組の推進

◇観光ポータル機能構築事業委託料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６，６９９万円

観光ポータルを構築し、海外に向けＤＸを活用した観光プロモーション

を展開する

◇ALL ARIDA協議会2025補助金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１，０８０万円

2025大阪・関西万博をチャンスと捉え、誘客促進、有田市の認知度向上・

特産品の販路拡大に向けた取組を行う協議会に対し補助する

◇地ノ島地域魅力再発見事業委託料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３００万円

地ノ島でのフィールドワークを通じて小中学生に地域の魅力を

認知・発掘してもらう

３．移住定住の促進

◇移住推進空き家・空き地活用補助金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９４０万円

「有田市空き家・空き地バンク」に登録された空き家の購入及び改修、

空き地への新築費用の一部を補助する

◇奨学金返還支援助成金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３４０万円

◇三世代定住等支援事業費補助金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６００万円

Ⅲ．つながりが生む魅力あるまち
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１．環境保全及び景観保全の取組の強化

◇防犯灯ＬＥＤ化推進事業補助金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３４３万円

自治会が既設防犯灯をＬＥＤ灯に転換する費用の一部を補助する

２．災害に備えた安心安全な環境整備の強化

◇ブロック塀等撤去事業補助金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４００万円

道路等に面したブロック塀で、安全点検の結果、倒壊の危険性のある

ブロック塀を撤去する費用を補助する

◇清掃センター施設整備事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２億２，４００万円

老朽化した有田市清掃センターの施設更新のための測量調査、設計を

行い、出入口の橋梁整備工事を行う

◇国道４２号取付道路詳細設計業務委託料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３，６５０万円

新市立病院の移転建設にあたり周辺国道との取付道路整備のための

設計を行う

◇箕島ポンプ場等樋門更新工事費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･・１億８，０００万円

◇都市公園整備工事費・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１億５，０００万円

災害時には防災公園としての役割も果たす新都市公園の舗装

及び外構工事を行う

◇高機能消防指令システム等構築事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８，２４８万円

和歌山広域消防指令センターに参入し、消防指令業務を共同で行う

令和７年４月から運用開始

３．未来のまちをつなぐ都市計画道路整備の促進

◇街路整備事業（弓場港線） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４，０００万円

◇街路整備事業（愛宕川端線）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･・・・・・・・・４億５８９万円

◇街路整備事業（内川港線） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１，１５０万円

１．住民サービス向上に資する自治体ＤＸの推進

◇都市ＯＳ・データ連携基盤構築事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７，９９９万円

市民一人一人に応じた情報を提供するプラットフォームを構築する

２．基金や補助金等の積極的な活用

◇基金積立事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３億３５９万円

減債基金積立（１億円）

将来の市債償還の財源に充てるための減債基金を積立てる

公共施設整備基金積立（２億円）

安全で快適な公共施設の整備及び財政の健全な運営に向けて

公共施設整備基金を積立てる

３．有田市ファンを広げる取組の強化

◇地域特産品等広報事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０億２，５００万円

有田みかんをはじめとする地域特産品について、ふるさと

応援寄付金制度を活用して全国的な知名度を向上させ、

特産品の販路及び消費の拡大を図る

Ⅴ．協働を図り未来への投資と責任ある行財政運営による持続可能なまち

Ⅳ．安全・安心で調和のとれたまち
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【市 税 の 内 訳】 （単位：千円）

増　　減
(Ｂ)－(Ａ)

1,503,133 1,339,148 1,345,606 1,241,990 1,271,380 29,390

1,150,104 1,150,956 1,138,537 1,084,800 1,107,800 23,000

353,029 188,192 207,069 157,190 163,580 6,390

1,755,868 1,892,861 1,886,869 1,759,214 1,756,119 △ 3,095

106,759 113,775 115,861 116,234 119,031 2,797

173,222 172,861 180,904 176,000 185,000 9,000

879 532 626 600 600 0

3,539,861 3,519,177 3,529,866 3,294,038 3,332,130 38,092

市 民 税

2.4

15.8% 15.7%

2.4

2.1

予算額・決算額に
占める市税の割合

入 湯 税

計

14.6%20.0% 16.6%

個人市民税

5.1

0.0

1.2

   市税全体では、対前年度比３，８０９万２千円（１．２％）増の３３億３，２１３万円となっています。

   主な内訳は、市民税で２，９３９万円（２．４％）増の１２億７，１３８万円を見込み、うち個人市民税では前

年度比２，３００万円（２．１％）増の１１億７８０万円、法人市民税では前年度比６３９万円（４．１％）増の１

億６，３５８万円を見込んでいます。固定資産税では、土地、償却資産分の減により、前年度比３０９万５

千円（０．２％）減の１７億５，６１１万９千円を見込み、たばこ税では令和４年１０月の税率改定により前年

度比９００万円（５．１％）増の１億８，５００万円を見込み計上しています。

　また、入湯税については、前年度と同額の６０万円を見込み、観光の振興や消防施設の整備等に充当

しています。

比　　　較
伸び率
(％)

令和４年度
当初予算額

(Ａ)

令和３年度
決　算　額

令和元年度
決　算　額

令和２年度
決　算　額

令和５年度
当初予算額

(Ｂ)

法人市民税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

4.1

△ 0.2

1,150 1,151 1,139 1,085 1,108

353
188 207

157 164

1,756
1,893 1,887

1,759 1,756

281 287 297

293 305

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

令和元年度

決算額

令和2年度

決算額

令和3年度

決算額

令和4年度

当初予算額

令和5年度

当初予算額

単位：百万円 市税収入の推移 個人市民税 法人市民税 固定資産税 軽自動車税・市たばこ税・入湯税

市 税

３．歳入の概要
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【地方交付税の推移及び見込額】 （単位：千円）

3,428,379 3,474,327 3,984,170 3,530,000

△ 42,079 45,948 509,843 △ 454,170

△ 1.2 1.3 14.7 △ 11.4

  2,754,334 2,831,983 3,304,696 2,900,000

比較増減 △ 37,090 77,649 472,713 △ 404,696

伸び率(%) △ 1.3 2.8 16.7 △ 12.2

674,045 642,344 679,474 630,000

比較増減 △ 4,989 △ 31,701 37,130 △ 49,474

伸び率(%) △ 0.7 △ 4.7 5.8 △ 7.3

318,622 300,213 316,278 140,000

3,747,001 3,774,540 4,300,448 3,670,000

比較増減 △ 107,087 27,539 525,908 △ 630,448

伸び率(%) △ 2.8 0.7 13.9 △ 14.7

△ 50,000

△ 1.4

臨時財政対策債

実質的な交付税

（

参
　
考
）

70,000

3,620,000

予算額・決算額に
占める交付税の割合

20,000

3.2

16.7%15.6%19.4% 16.4% 17.8%

2,900,000

0

0.0

650,000

比較増減 20,000

普 通 交 付 税

特 別 交 付 税

　対前年度比２，０００万円（０．６％）増の３５億５，０００万円の見込みとなっています。

　内訳は、普通交付税で、前年度と同額の２９億円 、特別交付税で、対前年度比２，０００万円

（３．２％）増の６億５，０００万円をそれぞれ計上しています。

　予算額では、令和５年度地方財政計画の伸び率及び令和４年度決算見込み額等を踏まえ、そ

れぞれ計上しています。

　なお、地方交付税の一部を特例地方債の発行により補てんされる「臨時財政対策債（後年度、

交付税措置される地方債）」については、前年度比７，０００万円（５０．０％）減の７，０００万円を計

上しており、これを含めた実質的な交付税は、対前年度比５，０００万円（１．４％）の減となってい

ます。

0.6

令和元年度
決　算　額

令和２年度
決　算　額

令和３年度
決　算　額

令和４年度
当初予算額

伸び率(%)

地 方 交 付 税

令和５年度
当初予算額

3,550,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

元年度

決算額

２年度

決算額

３年度

決算額

４年度

当初予算額

５年度

当初予算額

2,754 2,832
3,305

2,900 2,900

674 642

679

630 650

（単位：百万円） 地方交付税の推移 特別交付税

普通交付税

地方交付税
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【市 債 の 推 移】      

令和元年度
決　算　額

令和２年度
決　算　額

令和３年度
決　算　額

令和４年度
当初予算額

　  市　債　計　上　額 1,330,222 853,886 1,679,778 2,673,300

787,892 △ 476,336 825,892 993,522

145.3 △ 35.8 96.7 59.1

令和元年度
決　算　額

令和２年度
決　算　額

令和３年度
決　算　額

令和４年度
見込み額

231,368 △ 202,247 584,220 2,930,616

2.3 △ 2.0 5.9 27.9

　対前年度比１０億４，５３５万３千円（３２．１％）減の２２億１，２０５万３千円の見込みとなっています。

　その主なものは、障害者自立支援給付費負担金４億１，３４９万３千円（１，１４２万８千円増）、生活保

護費負担金２億８，７４０万円（１０５万円増）、児童手当負担金２億２，６７４万円（１，６２６万円減）など社

会保障経費を中心とした民生費にかかるもので、対前年度比９１１万４千円（０．７％）減の１２億７，１０４

万８千円となっています。

　また、新型コロナウイルス感染症対策関連では、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付

金１億６，３１４万６千円（皆減）、新型コロナウイルスワクチン接種費負担金・補助金で９，７４７万６千円

（２，５３６万７千円増）を見込んでいます。

　一方、投資的事業などにかかるものは、箕島漁港海岸保全施設改修事業にかかる農山漁村地域整

備交付金８，４２０万円（皆増）、都市下水路改良事業などにかかる社会資本整備総合交付金で４億９，

５１８万２千円（３，５２６万３千円減）などを見込んでいます。

令和５年度
当初予算額

10,135,752 9,933,505 10,517,725 13,448,341    市　 債　 残　 高

比　較　増　減 501,951

3.7

令和５年度
見込み額

（単位：千円）

保田保育所改築事業が増加する一方、有和中学校建設事業の減により、対前年度比１２億８，５８０
万円（４８．１％）減の１３億８，７５０万円を見込み計上しています。
主な内訳は、有和中学校建設事業債４億１，１９０万円、保田保育所建設事業債３億９，３２０万円、都
市下水路整備事業債１億１，６１０万円、都市計画街路事業債１億８，４５０万円、臨時財政対策債７，０
００万円です。
令和５年度末の市債残高は１３９億５，０２９万２千円の見込みとなり、大型事業への発行により令和４
年度末より５億１９５万１千円（３．７％）の増加見込みとなります。有和中学校建設事業及び都市公園整
備事業は令和５年度で終了しますが、今後も計画的に市債を発行し、残高の抑制に努めていきます。

伸　び　率 (%)

13,950,292

6.5%    市　債　依　存　度　　 11.8%7.5% 4.0% 7.5%

1,387,500

△ 1,285,800

△ 48.1

比　較　増　減

伸  び  率 (%)

1,330,222

853,886

1,679,778

2,673,300

1,387,500

7.5%

4.0%

7.5%

11.8%

6.5%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

元年度

決算額

２年度

決算額

３年度

決算額

４年度

当初予算額

５年度

当初予算額

単位：千円 市債計上額の推移
市債計上額

市債依存度

8,000,000

9,000,000

10,000,000

11,000,000

12,000,000

13,000,000

14,000,000

元年度

決算額

２年度

決算額

３年度

決算額

４年度

見込額

５年度

見込額

10,135,752

9,933,505

10,517,725

13,448,341

13,950,292

単位：千円 市債残高の推移

市 債

国庫支出金
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　その他の収入で主なものは、負担金では保育料負担金２，５６８万円（前年度同額）、使用料では

改良住宅等の住宅使用料２，１３９万９千円（１４万８千円減）、市民会館使用料１，００８万円（前年

度同額）、手数料では消防法等関係手数料６４３万５千円（５８２万５千円減）、財産収入では市有地

貸付料６１２万６千円（８千円減）、諸収入では小中学校給食費負担金９，９０９万５千円（５５７万８千

円減）、スポーツ振興くじ助成金２，０００万円（１，８９２万円増）などを見込んでいます。

　対前年度比１，９１１万円（１．９％）増の１０億３，５４７万５千円の見込みとなっています。
主なものは、障害者自立支援給付費負担金２億６７４万６千円（５７１万４千円増）、国民健康保険
基盤安定負担金１億１，８７１万４千円（２５９万６千円減）、後期高齢者医療保険基盤安定制度負担
金８，４０６万８千円（２６７万８千円増）、児童手当負担金５，１９６万円（３５４万円減）など民生費にか
かる県支出金で、対前年度比１，６０２万１千円（２．３％）増の７億１，５５４万３千円を計上していま
す。
一方、投資的経費などにかかるものでは、消防ポンプ自動車整備等への石油貯蔵施設立地対策
等交付金７，５０４万６千円（３００万３千円減）、海岸保全施設整備事業補助金４，２１０万円（皆増）、
浄化槽設置事業補助金１，４４９万３千円などを計上しています。

　対前年度比３，６８５万６千円（２９．１％）減の８，９９２万円の見込みとなっています。

　地方譲与税の内訳は、地方揮発油譲与税１，４００万円（１，１００万円減）、自動車重量譲与税５，

３００万円（２，６００万円減）、特別とん譲与税２，０００万円（前年度同額）、森林環境譲与税２92万円

（１４万４千円増）を計上しています。

　各種交付金のうち、利子割交付金２００万円（対前年度比５０万円減）、配当割交付金２，２６０万円

（８２０万円増）、株式等譲渡所得割交付金７３０万円（２７０万円減）、法人事業税交付金４，２２０万

円（２８０万円減）、地方消費税交付金６億円（３，０００万円増）、環境性能割交付金８３０万円（１４０

万円減）、地方特例交付金１，９００万円（８００万円増）、交通安全対策特別交付金１５０万円（前年

度同額）をそれぞれ見込み、交付金全体としては、対前年度比３，８８０万円（５．８％）増の７億２９０

万円の見込みとなっています。

　また、地方消費税交付金のうち消費税引上げ分にかかる交付金の充当状況については、別紙

（P.12）のとおりです。

　対前年度比１０億８，２７４万８千円（３７．１％）増の４０億４９７万４千円の見込みとなっています。

　主なものは、財政調整基金繰入金４億７，７００万円（２，１００万円増）、ふるさと応援基金繰入金２

６億７，９４５万円（８億８５３万９千円増）、減債基金繰入金３億円（前年度同額）、公共施設整備基

金繰入金５億３，１７９万１千円（２億４，１９１万６千円増）、森林環境譲与税活用基金繰入金１，１１５

万３千円（皆増）などを計上しています。

　前年度と同額の４５億５０万円の見込みとなっています。
　内訳は、ふるさと応援寄付金４５億円及び図書館図書購入費寄付金５０万円で、それぞれ前年度
と同額を計上しています。

県支出金

繰入金

その他のおもな収入（１）・・・地方譲与税

その他のおもな収入（２）・・・交付金

その他のおもな収入（３）

寄付金
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（単位：千円）

合
計

病院事業会計繰出事業

介護保険特別会計繰出金

妊婦健診・健康診査事業

生活保護扶助費

老人ホーム入所措置費

児童福祉扶助費

保育所運営費

後期高齢者医療特別会計繰出金

4,536,411

国民健康保険特別会計繰出金

主 な 事 業

障害者福祉扶助費

その他

一 般 財 源

財 源 内 訳

595,722

2,292,773 342,000 1,901,638

社
会
福
祉

2,342,838 1,639,977 107,139

※社会保障財源化分地方消費税交付金は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分し
 　充当しています。

949,679

社
会
保
険

保
健
衛
生

790,644 370,340 64,067 356,237

1,402,929 282,456 170,794

予防接種事業

区
分

事業費
特定財源

　平成２６年４月１日から消費税率が５％から８％へ、さらに令和元年１０月１日からは１０％へと引き上げら

れ、引上げに伴う地方消費税収は、社会保障４経費その他社会保障施策（社会福祉、社会保険及び保

健衛生に関する施策）に要する経費に充てるものとされています。

　令和５年度の地方消費税交付金は、６億円を見込んでおり、そのうち社会保障財源分は３億４，２００万

円であり、以下のような施策に全額充当しています。

社会保障財源化分
地方消費税交付金

地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる経費の状況

12



　

【職員給与費（会計年度任用職員以外の一般職）の推移】＜一般会計給与費明細書抜粋＞

（単位：人，千円，％）

増  減 (B-A)

262 258 275 278 283 5

1,000,297 989,644 1,040,493 1,052,334 1,071,051 18,717

673,922 543,538 629,148 670,314 588,197 △ 82,117

557,699 543,538 562,322 558,471 588,197 29,726

322,451 313,760 326,587 331,537 337,432 5,895

1,996,670 1,846,942 1,996,228 2,054,185 1,996,680 △ 57,505

給 料

10.2% 9.1% 9.4%

手 当

共 済 費

5.3

1.8

14.7% 11.0%
一般会計歳出に
占める割合

△ 2.8計

（ 退 職 手 当 を 除 く ）

職 員 数

令和元年度
予算額

令和３年度
予算額

令和４年度
予算額(Ａ)

伸び率

1.8

比　　　　較令和２年度
予算額

令和５年度
予算額(Ｂ)

1.8

　人件費総額は、投資的経費になるものを除いた職員給与費や特別職及び議員報酬費等を集計したも

ので２７億３，６４８万６千円となり、対前年度比５，１６９万１千円（１．９％）の減、予算総額に占める割合は

１２．９％で前年度と比べ０．６ポイントの増加となっています。

　人件費が減少した主な要因は、会計年度任用職員以外の一般職について、定年退職者の皆減により

退職手当でも１億１，１８４万３千円減少するためです。

　下表とグラフは、予算説明書・一般会計給与費明細書から会計年度任用職員以外の一般職の給与費

及び職員数の推移を表したものです。前記数値との差異については、投資的経費における人件費等を

加除していることによるものです。

　また、会計年度任用職員に係る職員給与費については、職員数が２６１人、報酬３億８，７７２万５千円、

職員手当６，９２３万２千円、共済費６，６５４万２千円となっています。

△ 12.3

1,997

1,847

1,996

2,054

1,997

262人

258人

275人
278人

283人

240

260

280

300

1,700

1,800

1,900

2,000

2,100

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

単位：人
単位：百万円 一般会計職員給与と職員数の推移

人件費

職員数

人件費

４．歳出の概要
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【公債費等の推移】
（単位：千円，％）

増 減 (B-A)

1,153,931 1,103,967 1,134,415 1,090,022 1,039,692 △ 50,330

1,097,354 1,056,133 1,095,558 1,052,774 976,149 △ 76,625

56,577 47,834 38,856 36,948 63,243 26,295

0 0 1 300 300 0

4.8%

△ 7.3

71.2

0.0

4.9%

一時借入金利子等

5.2%6.8% 5.3%
一般会計歳出に占
める公債費の割合

元 金

長 期 債 利 子

比　　　　較

伸び率

  対前年度比５，０３３万円（４．６％）減の１０億３，９６９万２千円となっています。

　内訳として、元金は、対前年度比７，６６２万５千円（７．３％）減の９億７，６１４万９千円、長期債利子

は、２，６２９万５千円（７１．２％）増の６，３２４万３千円となっています。このほか一時借入金利子を見

込んでいます。

　元金が減少となった主な要因は、令和５年度償還開始額が令和４年度償還終了額を下回ったことな

どによるものです。

　公債費は増加すれば、財政硬直化の大きな要因となるため、市債の発行をできる限り抑制するとと

もに、計画的に削減できるよう財政運営を行っているところです。

　なお、一般会計に占める公債費の割合は４．９％となっています。

公 債 費 △ 4.6

令和元年度
決算額

令和２年度
決算額

令和３年度
決算額

令和４年度
予算額(Ａ)

令和５年度
予算額(Ｂ)

1,153,931

1,103,967

1,134,415

1,090,022

1,039,692

6.8 %

5.3 %

5.2 %
4.8 % 4.9 %

4%

5%

6%

7%

8%

9%

900,000

1,000,000

1,100,000

1,200,000

元年度

決算額

２年度

決算額

３年度

決算額

４年度

予算額

５年度

予算額

公債費（単位：千円） 一般会計歳出に

占める公債費

の割合(％)

公債費等の推移

公債費

公債費 の割合

公債費
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投資的経費（普通建設事業）は、保田保育所改築事業や庁舎長寿命化改修事業などが増加した
一方、有和中学校建設事業の減により、対前年度比１５億５，８３０万７千円（２９．７％）減の３６億９，
４０７万７千円となっています。
補助事業では、対前年度比２９億３，７５５万９千円（６２．５％）減の１７億６，３６８万円となっていま
す。
予算の主なものは、有和中学校建設工事費・工事監理業務委託料４億８，４６４万８千円、箕島ポ
ンプ場等樋門更新工事費１億８，０００万円、街路整備事業（愛宕川端線）で４億１５０万円、箕島漁
港海岸保全施設改修工事費で１億６，８４０万円などとなっています。
一方、単独事業（県営事業費負担金を除く）は、対前年度比１３億８，３２５万４千円（２５４．６％）増
の１９億２，６５６万５千円となっています。主なものは、庁舎長寿命化改修工事費・工事監理業務等
委託料３億７，４２５万８千円、保田保育所改築事業で８億３６７万２千円、清掃センター施設整備事
業１億６，０００万円、有田聖苑大規模改修への負担金１億５，０９５万４千円、高機能消防指令シス
テム構築事業負担金８，２４７万７千円などとなっています。
単独事業のうち、県が有田市域内で実施する事業へ負担する県営事業費負担金は、対前年度
比４００万２千円（５１．１％）減の３８３万２千円です。その主なものは、県営農業基盤整備促進事業
負担金１９８万５千円となっています。

　扶助費は、対前年度比３５９万７千円（０．２％）減の２３億１，７６６万８千円、予算に占める割合は１

０．９％となっています。

　主な扶助費は、障害者福祉関係では障害者施設入所事業費５億１，５００万円、居宅介護事業費

１億２，３５４万円、共同生活援助事業費１億３，０６８万円、老人福祉関係では老人ホーム入所措置

費４，１４８万７千円、児童福祉関係では児童手当費３億３，０６６万円、児童扶養手当費１億２，８８３

万１千円、障害児通所給付費１億２，４２０万円、子ども医療費６，７８５万円、生活保護費では３億

８，４２０万円、幼児教育無償化など教育関係の扶助費では５，２８６万３千円を計上しています。

投資的経費

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

元年度

決算額

２年度

決算額

３年度

決算額

４年度

当初予算額

５年度

当初予算額

505 
863 

3,298 

4,701 

1,764 

1,965 
554 

903 

551 

1,930 

投資的経費の推移

単独事業費

補助事業費

（単位：百万円）
（※災害復旧費は除いています。）

1,417

3,694

2,470

4,201

消費的経費 （１）

5,252
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増減率(%)

△ 4.2

7.6

2.1

△ 1.6

漁業集落排水事業特別会計 54,242 58,368 4,126

　積立金は、対前年度比４，９４８万７千円（２．３％）減の２０億７，９４６万４千円となっています。

主なものは、ふるさと応援基金積立金１７億７，２９４万円、公共施設整備基金積立金２億３０万７千

円、減債基金積立金１億２７９万２千円を計上しています。

　また、その他の基金残高に見合う利子収入等を見込み計上しています。

　投資及び出資金は、対前年度比２，５２６万９千円（１９．0％）減の１億７５０万１千円となっています。

市立病院企業債の償還等にかかる出資金８，０４８万５千円及び基幹管路耐震化事業などの上水道

事業会計への出資金２，７０１万６千円を計上しています。

介護保険特別会計 528,698 539,601 10,903

後期高齢者医療特別会計 527,245 518,969 △ 8,276

国民健康保険特別会計 359,324 344,359 △ 14,965

（単位：千円）

　維持補修費は、対前年度比４，３２１万６千円（１７．９％）減の１億９，８３０万円となっています。

　維持補修費の主なものは、道路維持修繕にかかる経費２，７９０万円、社会体育施設維持修繕にかか

る経費５，９７８万２千円、小中学校維持修繕にかかる経費４，１３２万１千円などを計上しています。

　物件費は、行政運営を行っていくうえで主に内部管理的な経費です。対前年度比１億６，７０６万８千

円（５．３％）増の３３億３，９０５万４千円となっています。

　主なものは、養護老人ホーム長寿荘指定管理料８，９５４万円、予防接種委託料９，３２７万２千円、ご

み収集運搬業務委託料８，１８９万８千円、市民水泳場指定管理料７，９６２万１千円などの委託料で１２

億８，５２４万円を、ふるさと応援寄付金クレジット決済システム利用料５億４，０００万円などの使用料及

び賃借料で８億８，３６９万４千円を、保田保育所や有和中学校などの備品購入費で１億７，３６４万６千

円を計上しています。

　また、需用費については、電気料、修繕費や消耗品費などで７億２，８４０万３千円を計上しています。

　補助費等は、他団体への支出や補助金が中心の経費です。対前年度比２億１，６０４万１千円（５．

４％）増の４２億２，６４６万１千円となっています。

　主な内訳は、負担金、補助及び交付金で３億２９３万７千円増の２０億５，７６３万３千円を計上していま

す。負担金、補助及び交付金の主なものは、有田周辺広域圏事務組合負担金６億１，４５５万３千円、

病院事業会計負担金・補助金７億８，５６９万２千円、中山間地域等直接支払交付金５，４９７万１千円な

どとなっています。

　そのほか、ふるさと応援寄付記念品２０億２，５００万円や各種団体等に対する補助金などを計上して

います。

　繰出金は、対前年度比８２１万２千円（０．６％）減で１４億６，１２９万７千円となっています。

繰　出　会　計　名 令和４年度 令和５年度 増減額

消費的経費 （２）

その他の経費
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総務事務事業 防災事務事業

防災・減災推進事業
基金積立事業 ヘリサイン設置工事費

災害用備品

庁舎管理事業 自主防災組織育成事業費補助金
庁舎長寿命化改修工事費

ブロック塀等撤去事業補助金

デジタル化推進事業
防災行政無線放送施設管理事業

地区内放送設備撤去改良工事費

まちづくり推進事業
住民ニーズ調査業務委託料 住宅耐震化促進事業

公共施設跡改修事業費補助金

自治振興事業
自治振興委託料

移住定住推進事業 地区集会所等施設整備費補助金

マイナンバーカード交付事務事業
マイナンバーカード交付支援業務委託料

結婚支援事業補助金

県議会議員一般選挙事業
三世代定住等支援事業費補助金 任期満了日　令和５年４月29日

選挙期間　９日　任期４年

市議会議員一般選挙事業
地域公共交通事業 任期満了日　令和５年９月18日

選挙期間　７日　任期４年

基幹統計調査事業
住宅・土地統計調査

防犯活動事業
防犯灯ＬＥＤ化推進事業補助金 漁業センサス

11,453
不要な地区内放送用ケーブルの撤去や
スピーカーの移設を行う

地域公共交通の確保・維持を支援する
ため、デマンドバス運行に対する費用
の一部を補助する

5,476

8,235
住民自治の振興及び市民への敏速かつ
適切な広報の普及徹底を図る

3,776
各地区の集会所改修等にかかる費用の
一部を補助する

14,502

13,569

市議会議員
一般選挙費

7,951

自治振興費

29,890

平成12年5月31日以前に建築された木
造住宅の耐震診断や、改修が必要な住宅
に対する耐震補強設計・改修、耐震シェ
ルター等の設置について補助する

2,761

特定非営利活動法人支援補助金

住宅とそこに居住する世帯の居住状
況、世帯の保有する土地等の実態を調
査する

878
水産業を営んでいる世帯や法人を対象
に漁業の実態を調査する

将来の市債償還の財源に充てるため、
積立を行う

防災費

3,430

362,001

県議会議員
一般選挙費

460,486

94,071

3,080
140,061

庁舎長寿命化改修工事監理業務等委託料

ふるさと応援寄付金を活用して市内の
ＮＰＯ法人の活動を支援する

ともに４０歳未満の夫婦が結婚新生活
を始めるため必要となる費用の一部を
補助する

子供世帯と市内の親世帯との同居・近
居を促進するために、住宅の取得にか
かる費用の一部を補助する

24,600

「有田市空き家・空き地バンク」に登
録された空き家の購入及び改修、空き
地への新築費用の一部を補助する

9,400

51,562

地域公共交通確保維持事業費補助金

79,992データ連携基盤構築業務委託料

財政管理費

一般管理費 69,708

減債基金積立金

総 務 費
（単位：千円）

市民生活費

項目

12,257

5,384

戸籍住民基
本台帳費

おもな内容
（単位：千円）

33,075
911

4,878

4,000

災害時の円滑な救助活動等実施のため
に箕島小学校屋上にヘリサインを設置
する

土のうステーション、避難所配備用の
間仕切りテントを整備する

道路等に面したブロック塀で、安全点
検の結果、倒壊の危険性のあるブロッ
ク塀を撤去する費用を補助する

項目 予算額

7,921

安全で快適な公共施設の整備及び財政
の健全な運営に向けて、積立を行う

おもな内容 予算額

13,410

5,227
1,903

303,593

文書管理改善等支援業務委託料
電子決裁・文書管理システム導入に向
け、文書管理ルールの見直しを行う

102,792

県総合防災情報システム整備事業費負担金

9,759
各地区の自主防災組織が実施する防災
事業に対し、その費用の一部を補助す
る

20,702

15,135

23,259

来庁が困難な方に対する出張申請サ
ポート業務のほか、郵便局での申請受
付業務を委託する

公共施設整備基金積立金 200,307

基幹統計
調査費

移住推進空き家・空き地活用補助金

6,000

市民一人一人に応じた情報を提供する
プラットフォームを構築する

長期総合計画及び総合戦略の改訂に向
けてアンケート調査を行う

15,000

120,000

供用後30年以上が経つ庁舎を長く使い続
けるため計画的に改修する（令和5年度
は庁舎B1階～２階）

既設の防犯灯をＬＥＤへ更新する自治
会に対し、その費用の一部を補助する

3,676

財産管理費

電子計算
組織費

企画費

令和６年度に開院予定である産婦人科
診療所の施設整備費用の一部を補助す
る

５．主要事業の概要
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心身障害児者福祉事務事業 子育て支援事業

重度心身障害児者医療事業 出産祝い補助金
重度心身障害児者医療費

身体障害者福祉事業 入学等祝い補助金
身体障害者更生医療費

要保護児童地域支援事業

補装具費
乳幼児医療費・子ども医療費

障害者地域生活支援事業 障害児通所支援事業

施設型給付費等負担事業

心身障害児者介護給付事業
障害者施設入所事業費 地域少子化対策重点推進対策事業

共同生活援助事業費

居宅介護事業費
児童手当支給事業

児童扶養手当支給事業
老人ホーム入所事業

母子家庭自立支援事業
老人ホーム管理事業

保田保育所改築事業

介護保険事業計画・老人福祉計画作成事業

ひとり親家庭医療費助成事業

人権啓発事業 学童保育事業

生活保護扶助事業
隣保館管理運営事業

老朽化した保田保育所を建替え、０歳
児からの受け入れを可能にする
令和6年4月供用開始予定

39,000

出産を支援するため、１人目10万円、
２人目30万円、３人目以降50万円の
出産祝い金を支給する

おもな内容
（単位：千円）

項目予算額

94,397

保田保育所改築工事費

生活改善、身体機能の維持向上を図るた
めの機能訓練等のサービスや地域活動支
援センターでの創作活動、社会との交流
促進のほか、手話通訳者等の派遣、外出
時のヘルパー派遣等を行う

在宅での身体介護・家事援助のほか、
通院等に伴う外出時に支援を行うヘル
パーを派遣する

90,646

786,500

59,836

2,068

地域子ども
子育て
支援費

4,380

28,711

854,880

46,131

2,309
介護保険事業計画・老人福祉計画作成委託料

父母が死別・離別し、ひとり親家庭と
なった18歳未満の児童及びその児童を監
護または養育している人の保険診療によ
る医療費の自己負担分を助成する

各養護老人ホームの入所措置にかかる負
担を助成する

123,540

787,920

保田保育所改築工事監理業務委託料

1,760

（単位：千円）

515,000
入所及び通所により、更生・自活のた
めの指導訓練等を行う

130,680
夜間や休日、共同生活を行うグループ
ホーム等で入浴・排泄・食事等の支援
を行う

おもな内容

養護老人ホーム長寿荘の管理運営を社
会福祉法人に委託する

障害福祉サービスや地域生活支援事業
の実施のための計画を策定する

128,942

児童虐待の発生予防、早期発見・対応に
努め適切な支援を行う

身体障がいのある18歳以上の方が、障
がいを軽減・除去し、日常生活能力や
職業能力の回復向上を図るために必要
な医療費の一部を支給する

127,268

令和６年度に策定する計画のための
ニーズ調査等を実施する

6,979

58,990

児童福祉
総務費

小・中学校に入学する新たなステージ
を迎えた子育て世帯を応援するため、
対象児童一人あたり10万円を支給する

35,000

若者ライフデザイン形成支援事業委託料

障がいを補う車椅子等の購入費用の一
部を支給する

330,971

重度の障がいがある方の医療費の一部
を助成する

民 生 費

12,638

予算額

64,509
63,500

項目

心身障害者
福祉費

高齢者保健介護予防事業
医療保険の「保健事業」と介護保険の
「介護予防事業」の一体的な取り組み
を実施する

2,200

89,540

４隣保館で実施する交流教室、文化展
開催、デイサービス事業等の経費

118,354
68,780

12,600

児童措置費

人権啓発費

隣保館費

老人福祉費

養護老人ホーム長寿荘指定管理料

ひとり親
家庭医療費

障害福祉計画策定業務委託料

41,487

2,780

保育所費

4,050

扶助費
31,624

102,770

初島幼稚園などの就学前児童が通う特定
教育・保育施設への施設型給付負担金を
措置する

父母の離婚等により父又は母と生計をと
もにしていない児童について手当を支給
する

ひとり親家庭の母や父が就職に結びつき
やい資格を取得するために、訓練促進費
等を支給する

3,074

子ども子育て支援事業計画策定業務委託料 

3,074

次代の社会を担う子どもの健やかな育ち
に資するため、手当を支給する

人権啓発市民の集い、人権啓発動画の
配信、街頭・企業啓発等を推進し、
様々な人権問題の解消を図る

令和４年度実施の調査結果等を踏ま
え、第９期計画を策定する

高校生までの子どもを対象に、保険診療
よる医療費の自己負担分を助成する

療育を必要とする児童に対し、日常生活
における基本的な動作の指導や集団訓練
を行う等、療育の場を提供する

地域における仕事や家庭、子育てに関連
した動画による情報発信やセミナーを通
じ、これから大人になっていく若者が、
仕事と結婚・子育てに対して、自身の将
来のイメージを描くきっかけを作る

384,200
生活困窮世帯を対象に、その困窮の程度
に応じた必要な保護を行い、健康で文化
的な最低限度の生活を保障するとともに
自立を支援する

保護者が仕事で昼間家庭にいない小学生
に対し、遊びや生活の場を与えて健全育
成を図る

13,092
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母子保健推進事業 清掃センター施設整備事業
測量設計等業務委託料

橋梁整備工事費
消化タンク解体工事費

出産・子育て応援交付金 ごみ処理事業
ごみ収集運搬業務委託料

ごみ減量・再資源化推進事業

予防接種事業
予防接種委託料

新型コロナウイルスワクチン接種事業
フォークリフト（１台）

健康増進対策事業

浄化槽設置事業
環境衛生事務事業 浄化槽設置事業補助金

有田聖苑事務組合負担金

農業振興事業 中山間地域等直接支払事業
中山間地域等直接支払交付金

多面的機能支払事業

農業生産基盤整備事業
援農者宿舎改修費補助金

農道維持管理修繕料・材料費

農業土木事業
ため池改修工事費

土地改良施設整備事業

果樹振興対策事業 有害鳥獣対策事業

項目

88,47115,000

産前・産後の母親の困りごとに利用可
能なチケットを、妊娠、出産時に交付
する（令和５年度からチケットの利用
期間を2歳の誕生日まで延長）

出産・子育てを応援するため、相談支
援と伴に妊娠届、出生届後に各５万円
の経済的支援を行う

農業次世代人材投資資金事業補助金

項目 おもな内容

43,563

217
ごみの減量化・環境美化ポスターコンクール

施設更新をするために必要な敷地等の
測量、地質調査及び設計を行う

ごみ処理費

98,635

有田聖苑大規模改修にかかる市負担金
火葬炉更新（１期：１号炉・動物炉）
建築改修（内装・外装・建築設備）

予算額

27,720

27,000

8,745
93,272

1,985

近年増加しているイノシシなどの有害鳥
獣捕獲への謝礼等対策費用

3,000

土地改良
事業費

林業総務費 7,758

2,027

し尿処理費

2,000

9,000

75,120

31,168

野生鳥獣から農作物を守るために、防
護柵等の設置にかかる資材費等に対し
て補助を行う

有田地域と下津地域が合同で世界農業
遺産認定を目指す協議会への負担金

新規就農者に対して、経営が安定する
までの最長３年間、資金を補助する。
また、設備等を導入する場合は、その
経費の一部を補助する

12,000
新規就農者育成総合対策事業補助金

援農者の宿泊場所として、空き家等を
改修する費用の一部を補助する

遊休農地解消支援事業補助金 1,000

項目

衛 生 費
（単位：千円）

おもな内容 予算額

遊休農地の解消・利用促進を図るた
め、農業者が遊休農地で耕作を始める
費用（草刈り等）の一部を補助する

5,153
有田・下津地域世界農業遺産推進協議会負担金

860

保健衛生
総務費

農業振興費

環境衛生費

農業振興費
農作物鳥獣害防止対策事業費補助金

150,954
158,462

（単位：千円）

保健事業
対策費

予防費

おもな内容 おもな内容

160,000
37,000

224,00058,451

項目

清掃総務費
4,600スマイルチケット換金交付金

乳幼児から高齢者までの定期予防接種
に対し助成を行う

予算額

6,360
農業生産基盤整備事業費補助金

55,884

3,360

81,898

97,476

農 林 費

がん検診等の健康診査、健康相談、健康
教室や訪問指導等を実施する
健康推進員を委嘱し、健康診査の受診勧
奨をするなど地域の健康づくりを支援す
る

農業土木費

15,188
多面的機能支払交付金 15,180

地域共同で行う、農業の多面的機能を
支える活動や、農地、水路、農道等の
質的向上を図る活動を支援する

11,800

3,784

7,068

予算額
（単位：千円）

43,480

11,800

河川等の水質改善のため、合併処理浄
化槽の設置等にかかる費用の一部を補
助する（令和５年度から単独処理浄化
槽撤去補助を増額、くみとり便槽撤去
補助を追加）

3,059
ペットボトル再資源化業務委託料

資源ごみ収集･処理･運搬業務委託料

廃プラスチック再資源化業務委託料

小学生を対象に「ごみのリサイクル」
等をテーマとしたポスターコンクール
を開催する

54,971
農業生産条件の不利な中山間地域等に
おいて、集落単位で農地を維持・管理
していくため協定を結び、交付金を交
付する

（単位：千円）

84,287

県営農業基盤整備促進事業負担金
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商工総務事務事業 地域ブランド推進事業
紀文まつり補助金

商工振興事務事業

ふるさと応援寄付金事業
ふるさと応援寄付記念品

商工活性化事業
創業支援補助金

ふるさと応援基金積立金

観光推進事業
水産振興事業

漁業担い手育成事業補助金

水域環境保全創造事業
水域環境保全創造事業委託料

漁港施設管理事業
箕島漁港浚渫工事費

道路維持補修事業 初島都市下水路事業
道路修繕費
道路舗装工事費

箕島都市下水路事業

市道整備事業
幹線市道整備工事費

公園管理事業

地区内道路整備工事費

都市公園整備事業

街路整備事業

国道42号取付道路詳細設計業務委託料 弓場港線
愛宕川端線
内川港線

下水道整備事業
下水道修繕料

防災道路整備事業 下水道改良工事費（８件）

交通安全施設整備事業 住宅総務事務事業
住宅リフォーム工事費補助金

4,300

市道６号線

（単位：千円）

箕島ポンプ場等樋門更新工事費

192,713

健康スポーツ公園オープニングイベント

84,512

3,480

観光ポータルを構築し、海外に向けＤ
Ｘを活用した観光プロモーションを展
開する

1,862

（宮原町滝地区）

（箕島・新堂地区）

121,682

180,000

高潮対策のため有田川左岸河口付近の
防潮堤を嵩上げする

令和６年オープン予定の健康スポーツ
公園の運営に民間のノウハウを活用
し、市民の健康増進とスポーツ振興を
図る

4,000

（糸我町中番地区）

（宮崎町地区） 4,300

市道60号線

9,000
168,400

漁協による漁業体験から本格的な漁業
研修までの漁業の担い手を育成する事
業に対して補助を行う

23,000

箕島排水区ストックマネジメント作成業務委託料

10,000

4,700

漁港管理費

新都市公園整備工事費 150,000

18,000

健康スポーツ公園指定管理料 6,000
30,000

6,000
市内で創業する方に、創業時に係る経
費の一部を補助する

商工水産費

地ノ島地域魅力再発見事業委託料 3,000
海底に堆積したごみ等を除去処理して
漁場機能の回復を図る

2,025,000

地域ブラン
ド振興費

予算額

3,896

水産振興費

有田市を応援したいという思いのもと
に寄せられた寄付金を適正に管理運用
するため、基金に積み立てる

（単位：千円）

1,772,940

市外からふるさと応援寄付をいただい
た方へ記念品を贈呈する

17,435

予算額

186,000

4,630

市道路面性状調査の結果を受けて路面
不良個所の舗装工事を行う

69,400

おもな内容

土 木 費
項目

市道121号線 （糸我町西・中番地区）

5,000
（初島町浜地区）

（単位：千円）

道路維持費 都市下水道費

（株）日本政策金融公庫の融資を受け
た中小企業者の利子の一部を助成する

項目

9,000

項目

3,500
商工総務費

紀文まつりの実施にあたり、実行委員
会に対し補助を行う

商工振興費

項目

市道３号線

（宮原町須谷地区） 7,000

1,400

道路新設
改良費

（単位：千円）

予算額

地ノ島でのフィールドワークを通じて
小中学生に地域の魅力を認知・発掘し
てもらう

観光費

おもな内容

商工業活性化資金利子負担軽減補助金

4,700

4,037無線環境構築委託料 6,831
有田みかん海道、くまの古道ふれあい
広場、健康スポーツ公園にフリーＷｉ-
Ｆｉを整備する

観光ポータル機能構築事業委託料 66,990

ふるさと応
援寄付費

交通安全
施設整備
事業費

2,000

190,000

公園費 25,480

予算額

住宅総務費
15,000

おもな内容

93,200
雨水による浸水被害が著しい初島排水区
2号幹線の整備を行う

市道332号線

市道990号線 （初島町里地区） 5,000

36,500

物件補償費 19,000
市道21号線道路整備工事費 23,500

8,400

市道752号線
市道429号線

通学路整備工事費（１件）

20,000

（辻堂地区）

169,271

不良空家等除却補助金 40,000

6,000

（港町・初島町浜地区）

57,181

街路事業費 457,388
市民生活の基盤となる都市計画道路の整備

40,000
405,888

11,500
下水道整備費 60,130

新都市公園の舗装及び外構等の工事を
行う

（宮原町新町・須谷地区） 7,500

34,000

市道629号線
市道502・514号線

市道104号線
市道888号線

（港町地区）

市道19号線

73,500
市道56号線歩道新設工事費 30,000

新市立病院移転建設にあたり周辺国道
との取付道路整備のための設計を行う

箕島漁港海岸保全施設改修工事費

10,000

4,000
（糸我町中番地区）

（初島町浜地区）市道1号線
49,100

4,461,850

2025大阪・関西万博をチャンスと捉
え、誘客促進、有田市の認知度向上・
販路拡大に向けた取組を行う協議会に
対し補助する

おもな内容

10,800
ALL ARIDA協議会2025補助金
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消防事務事業 消防団消防操法事業
防火装備更新（30着）

警防活動事業
消防施設整備事業

消防団活動事業

教育振興事業 有和中学校建設事業
学校生活支援員の配置

登校支援員の配置
公民館管理運営事業

建物修繕料（外壁塗装修繕等）
一般備品（パソコン更新等）

学力向上推進事業
図書館運営事業

図書の購入

幼稚園振興事業
子育て支援施設等利用給付費 文化振興事業

通学路等整備事業  文化芸術振興事業委託料
文化財保護事業

正善寺収蔵庫の外壁塗装

小学校管理運営事業
建物修繕料 文化福祉センター管理運営事業

小学校教材整備事業 郷土資料館管理運営事業

小学校施設整備事業

中学校管理運営事業 市民会館管理運営事業
建物修繕料

バス借上料 学校給食センター運営事業
学校給食調理業務委託料

学校給食センター管理事業

指定制服購入費補助金 社会体育施設管理事業
修繕料

中学校通学費補助金 建物修繕料

社会体育施設指定管理料
市民水泳場管理運営事業

中学校教材整備事業 市民水泳場指定管理料

中学校施設整備事業

令和６年度の有和中学校開校に向け箕
島中学校校舎跡にグラウンドを整備す
る

県消防救急デジタル無線運営協議会負担金

項目おもな内容

学校司書・情報システム管理員の配置 15,435

新たに各中学校に登校支援員を配置
し、不登校生徒等への相談支援体制の
充実を図る

31,767
学習障害や身体の障害等により学校生
活や学習上の困難を有する児童生徒を
支援する

消防団費

消防施設費

消防救急デジタル無線（共通波設備）
の更新等負担金

消防団費

予算額

14,728

教育諸費

おもな内容

項目

教育指導費

項目

常備消防費 21,692
9,052

消防団用ポンプ自動車１台更新

学校管理費
(小学校)

3,787
984

予算額

37,167

高機能消防指令システム等構築事業負担金

（単位：千円）

25,575

学校管理費
(中学校)

令和４年度からの新制服導入に伴い、
保護者の経済的負担軽減のため購入費
の一部を補助する

資料館費 12,469
修繕料 5,937

展示ケース内照明LED化、展示台クロ
ス張替え

市民会館費 45,790
市民の交流と、身近に文化芸術に触れる
ことができる場を提供する

社会体育
施設費

89,327
59,782

市民球場ラバーフェンス修繕、初島庭
球場トイレの洋式化ほか

195,198

61,443
72,438

デジタル教科書、学校図書購入等

14,675

通学生徒用駐輪場の改修、記念碑の移
設

2,977

来客エレベーター修繕、空調修繕ほか

文化財保護法に基づき椒浜遺跡区域内
での工事立会を委託する

（単位：千円）

3,317

84,569

82,477

予算額おもな内容

第25回全国女性消防操法大会にかかる経
費

和歌山広域消防指令センターへ参入
令和７年４月１日運用開始

61,207

54,572

1,320

有和中学校
建設事業費

612 9,218
旧初島中学校体育館照明のLED化

19,000
初島中学校区から箕島中学校へ電車通
学する生徒の電車運賃を補助する

10,307
水泳場費 81,085

161,020

有和中学校グラウンド整備工事費

熱風消毒空調機修繕ほか

通学路防犯灯設置工事費 7,948

87,389

11,048

3,100

12,048

2,200

修繕料

外国人英語指導助手派遣委託料

31,037
26,730

40,285

公民館費
11,085

4,463

遺跡工事立会調査支援業務委託料 1,133

文化福祉
センター費

図書館費

4,938有和中学校グラウンド整備工事監理業務委託料

9,062

31,489

133,783

通学路グリーンベルト設置工事費

予算額 項目

44,553

修繕料

19,984

文化振興費

2,803文成中学校校舎等改修工事設計業務委託料

文成中学校プール解体工事設計業務委託料

消 防 費

教 育 費

おもな内容

79,621

61,844

糸我、港小学校体育館照明のLED化
各小学校プール修繕ほか

学校給食
センター費

通学時の安全を確保するため、通学路
に防犯灯、グリーンベルトを設置

学校図書購入等

有和中学校建設工事期間中の部活動送
迎及び初島中学校区から箕島中学校へ
通学する生徒のためのスクールバスを
運行する

屋内水泳場「えみくるARIDA」の運営
に民間のノウハウを活用し、市民の健
康増進とスポーツ振興を図る

479,710

10,000

513,867

宮原小学校校舎等解体工事設計業務委託料

12,312

3,462

2,333

51,611

24,970
寄付金及びふるさと応援基金を活用
し、図書の充実を図る

（単位：千円）

（単位：千円）

4,380
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(参考資料)

62,000 1,000

1,00033,700

29,000

有和中学校建設事業

264,428 2,000

422,028 157,600 264,428 0

　下記の事業は、国の令和４年度補正予算に対応するもので、令和５年度に繰り越して実
施することが認められているため、本市においても令和５年度予算として計上すべきもの
を前倒しし、令和４年度３月補正予算で措置のうえ、令和５年度予算と一体的に取り組む
こととしています。

事業費
国庫支出金 その他 一般財源

事業名

（単位：千円）

市債

財源内訳

①

554,028 224,900

70,000 35,300

32,000

合　　　　　　　計 62,700

②

③

市道整備事業

道路維持補修事業

国の補正予算
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◎  国民健康保険特別会計

【歳入】 【歳出】 (単位：千円)

◎  初島財産区特別会計

【歳入】 【歳出】 (単位：千円)

◎  漁業集落排水事業特別会計

【歳入】 【歳出】 (単位：千円)

5,192

0 △ 82,097

△ 68,628723,469 792,097 70,272 65,080

　国民健康保険被保険者に対して必要な保険給付等を行うために要する経費。

比較 比較款
令和5年度

予算額
令和4年度
当初予算額

款
令和5年度

予算額
令和4年度
当初予算額

500 500 2,999,545 3,081,642使用料及び手数料

国民健康保険税

保険給付費

0

0 2,845

△ 86,5823,029,001 3,115,583 1 1

70 70 76,512 73,667

0

0 0

△ 4,965484,359 489,324 70 70

1 1 7 7

0

△ 1,580

08,163 8,163 5,251 5,251

2,014 3,594

4,405,7384,245,564

28

款
令和5年度

予算額
令和4年度
当初予算額

款
令和5年度

予算額
令和4年度
当初予算額

4,059

1 1 100 100

令和4年度
当初予算額

比較

1.

28

0

歳出合計 4,188 4,160

予備費

公債費

総務費

1 1 0

1,500 500 1,000

58,368 54,242 4,126

3.

2.

1.

2,673 1,500

3,028 3,316 △ 288 39,438 39,295

漁業集落排水
事業費

1 1 0 29,234 30,366

143

歳入合計 70,172 70,161 11 歳出合計 70,172 70,161 11

6,100 11,100 △ 5,0007. 市債

6.

5.

4.

3.

2.

予備費

公債費

1 0 1 1,091,892 1,176,426 △ 84,534

1 1 0 1 1 0

△ 160,174

　旧初島町の財産の管理に要する経費。

比較

△ 160,174

比較

歳入合計 4,245,564 4,405,738 歳出合計

4,087

国民健康保険
事業費納付金

繰越金

総務費

9.

8.

7.

6.

5.

4.

3.

2.

1.

予備費

諸支出金

公債費

基金積立金

保健事業費

共同事業拠出金

7.

6.

5.

4.

3.

2.

1.

3.

2.

1.

3.

2.

1.

諸収入

繰越金

財産収入

0

284,186 4,158

繰入金

財産収入

県支出金

国庫支出金

8. 諸収入

諸収入

繰越金

繰入金

県支出金

使用料及び手数料

分担金及び負担金

1,173

1 1 0

28

　矢櫃及び逢井地区の漁業集落における、し尿や生活排水の下水道処理を行う施設の管理運営や市債の償還に要す
る経費。

△ 1,132

歳入合計 4,188 4,160

款
令和5年度

予算額
令和4年度
当初予算額

比較 款
令和5年度

予算額

６．特別会計
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◎  介護保険特別会計

【歳入】 【歳出】 (単位：千円)

◎  後期高齢者医療特別会計

【歳入】 【歳出】 (単位：千円)

458

20,012 1,120

△ 7,826800,413 808,239 3,608 3,150

858,172 838,160 217,002 215,8824. 地域支援事業費

基金積立金3.

1,696

10 69,251

37,657

81 71 3,034,817 2,965,566

636,384 598,727 89,519 87,823

保険給付費

総務費

2.

1.

　高齢者の介護を社会全体で支えあう介護保険制度に基づき、要介護（要支援）認定を受けた方に保険給付を行うとと
もに、高齢者の介護予防等を目的とした地域支援事業を実施していくために要する経費。

比較 比較款
令和5年度

予算額
令和4年度
当初予算額

款
令和5年度

予算額
令和4年度
当初予算額

0

△ 1 0

10,780466,283 455,503 3,005 3,005

14 15 1,000 1,0006.

5.

予備費

諸支出金

0

10,903560,601 549,698

1 1

300 300 0

3,149836,868840,01706060

4.

3.

2.

14,489 20,856

△ 3,218 △ 3,218歳入合計 856,376 859,594 歳出合計 856,376 859,594

0

△ 2,035

△ 8,276518,969 527,245 1,570 1,570

2,179 4,214

△ 6,3677,093

72,525

99027,002 26,012

歳入合計 3,348,951 3,276,426 歳出合計 3,348,951 3,276,426

5.

4.

3.

2.

1.

県支出金

支払基金交付金

国庫支出金

使用料及び手数料

保険料

5.

4.

3.

2.

1.

諸収入

繰越金

繰入金

財産収入

9.

8.

7.

6.

　７５歳以上の方及び６５歳以上７５歳未満で一定の障害があり和歌山県後期高齢者医療広域連合の認定を受けた方の
保険給付等に要する経費。

比較 比較款
令和5年度

予算額
令和4年度
当初予算額

款
令和5年度

予算額
令和4年度
当初予算額

72,525

諸収入

繰越金

繰入金

使用料及び手数料

後期高齢者医療
保険料

予備費

諸支出金

後期高齢者医療
広域連合納付金

総務費335,167 328,074

1 1 0

1.
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収益的収入及び支出

1.

2.

1.

2.

3.

資本的収入及び支出

1.

2.

3.

4.

1.

2.

業務予定量の内容

 【主要事業の概要】

上　水　道　事　業　会　計　予　算

（単位：千円）

区　　分
令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 比 較
予 算 額 予 算 額 増 減 額

事 業 収 益 514,523 527,890 △ 13,367

営 業 収 益 492,309 506,374 △ 14,065

営 業 外 収 益 22,214 21,516 698

事 業 費 用 487,091 461,090 26,001

営 業 費 用 441,785 412,402 29,383

営 業 外 費 用 44,306 47,688 △ 3,382

予 備 費 1,000 1,000 0

（単位：千円）

予 算 額 増 減 額

資 本 的 収 入 181,422 128,407 53,015

区　　分
令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 比 較
予 算 額

企 業 債 55,000 55,000 0

出 資 金 27,016 9,541 17,475

国 庫 補 助 金 18,666 18,666 0

補 償 金 80,740 45,200 35,540

資 本 的 支 出 439,230 396,033 43,197

建 設 改 良 費 330,280 289,277 41,003

企業債償還金 108,950 106,756 2,194

更新　　180,000千円（14箇所）　Ｌ＝1,810ｍ

給 水 戸 数 12,700 戸

年 間 総 給 水 量 4,900,000 ｍ3

一 日 平 均 給 水 量 13,425 ｍ3

◎配水管布設・布設替事業（新設・老朽管）

新設　　 35,200千円 （3箇所）　Ｌ＝300ｍ

（内4箇所　基幹管路耐震化事業（安全対策事業）120,000千円 Ｌ＝760ｍ）

安全で快適な水道水を安定的に供給するため、配水管の新設及び老朽管の耐
震管等への布設替工事を計画的に進めます。

◎浄水・配水施設整備事業

49,820千円

老朽化した浄水・配水施設設備を更新します。

７．企業会計７．企業会計
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収益的収入及び支出

1.
2.
3.

1.
2.
3.

資本的収入及び支出

1.
2.
3.
4.

1.
2.

3.

【主要事業の概要】

～経営の安定化と地域医療の確保及び新市立病院建設～

◎指定管理者制度導入による経営の安定化と地域医療の確保

　令和５年４月から指定管理者制度が開始となります。
　市と指定管理者との協定に基づき、民間の経営手法を取り入れた効果的、効率的な病
院経営を行い、将来に渡って経営が安定的なものとなるよう市と指定管理者が相互に協
力し適正かつ円滑な運用を目指します。
　また、救急医療、小児周産期医療等の政策的医療については、市で一定の負担を行
い、地域に対して安全安心で質の高い医療の提供を継続して実施していきます。

◎新市立病院建設

　新病院建設に向けては、令和４年１２月に設計業者が決定し、市関係部局、指定管理
者とで協議を重ね、新有田市立病院基本構想に基づいた基本設計の作成に取り組んでい
ます。
　令和５年度についても、引き続き基本設計に取り組むとともに新病院の詳細を決定す
る実施設計にも取り掛かり、令和８年度中の開院を目指します。

退職手当債償還金 130,000 0 130,000

企業債償還金 136,892 202,018 △ 65,126
建 設 改 良 費 38,462 48,603 △ 10,141

資 本 的 支 出 305,354 250,621 54,733

一般会計負担金 238,497 0 238,497
その他負担金 13,518 0 13,518

企 業 債 10,000 20,000 △ 10,000
一般会計出資金 80,485 123,229 △ 42,744

予 算 額 増 減 額

資 本 的 収 入 342,500 143,229 199,271

（単位：千円）

区　　分
令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 比 較
予 算 額

医 業 外 費 用 24,528 128,902 △ 104,374
予 備 費 1,000 1,000 0

事 業 費 用 768,750 4,302,962 △ 3,534,212

医 業 費 用 743,222 4,173,060 △ 3,429,838

医 業 外 収 益 589,577 1,396,490 △ 806,913
特 別 利 益 0 300,000 △ 300,000

事 業 収 益 589,577 3,819,075 △ 3,229,498

医 業 収 益 0 2,122,585 △ 2,122,585

病　院　事　業　会　計　予　算

（単位：千円）

区　　分
令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 比 較
予 算 額 予 算 額 増 減 額
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